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2050年再生可能エネルギー 

100％供給シナリオ 

• 安全性 

• セキュリテイ向上 

• エネルギー自立 

• CO2排出なし 

• サステナブルで
ある 

• 核拡散の減少 
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• 安定供給可能か? 

  (太陽や風力は変動する) 

• エネルギー資源は国内
に充分あるか? 

• 大きなエネルギー貯蔵
が必要か? 

• コストは非常に大きい? 

 

目標 問題点？ 
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2050年100%再生可能エネルギーシナリオ 

省エネルギー（効率向上） 

100％再エネシナリオ： 

気象データを使ったシミュ
レーションによる需給マッ
チング 

エネルギー需
要の削減 

2050年CO2排
出量の削減 

人口減少により社会経済の活動度は縮小してゆく。経済性の
高い省エネルギーにより需要を削減すれば、再生可能エネル
ギーの供給を行う場合の問題が小さくなり、効果的にCO2削減
が実現する。 

人口減少・持続可能社会へ
社会経済の活動度の減少 

再エネ・ポテンシャル調査 

 



× 

将来の最
終エネル
ギー需要 

 = × 

将来の最終エネルギー需要の推定方法 

将来の最終エネルギー需要は、基準年のエネルギー需
要、将来の活動指数、効率向上の積できまる。活動指数
は最終用途ごとに適切な社会経済指標から推定する。 

基準年
の最終
エネル
ギー需
要 

活動指数 

 

人口、世帯
数、輸出、
主要資源
の消費量 

効率向上 

 

LED照明、
ヒートポン
プ、電気自
動車など 



日本の将来人口推計、中位推計  

国立社会保障・人口問題研究所 2017 

日本の人口は2050年には2015年の80％に減少すると
予測されている。人口に比例して社会の活動指数が減
少し、エネルギー需要が減少する可能性がある。 



再エネ100％シナリオの最終エネルギー需要 
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100％再エネシナリオでは、 2050年の最終エネルギー需要は
2015年に比較して、電力は60％に、熱・燃料は40％に、合計
では46％に減少するものと想定した。 



太陽光発電のポテンシャルと導入見込み量 
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Ｈ26年度2050年再生可能エネルギー等分散型エネルギー普及可能性検証検討受託業務（環境省） 

太陽光発電の導入ポテンシャル （NEDO自然エネルギー技術白書2014） 

太陽光発電見込み量
(万ｋＷ）

2020年高位 2030年高位 2050年高位

戸建住宅 1,702 3,060 16,950

非住宅・集合住宅 2,150 4,400

メガソーラー 2,460 3,414

合計 6,312 10,874 27,250

10,300

単位：万kW、 合計7億kW 

発電容量（万ｋＷ） 2015 2020 2030 2050 2115
太陽光発電 3,440 7,000 10,000 25,000 70,000

PV Outlook 2030 （JPEA（太陽光発電協会）, 2015） 

太陽光発電のポテ
ンシャルには、限界
はないとする見方が
ある。 
NEDOは耕作地の
10％を含めて7億ｋ
Wのポテンシャルを
示しており、JPEAは
2050年に2億5000
万ｋW、100年後の
2115年に7億ｋWの
見通し。環境省は
2050年高位導入見
通しとして2億7250
万ｋWを示している
。 



風力発電の導入見込み量(万kW)  
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Ｈ26年度2050年自然エネルギー等分散型エネルギー普及可能性検証検討受託業務（環境省）  

風力発電の将来ビジョン（単位：万kW)  

　年 陸上 洋上（着床） 洋上（浮体） 合計

2010 245 3 0 248

2020 1,020 60 10 1,090

2030 2,660 580 380 3,620

2040 3,800 1,500 1,290 6,590

2050 3,800 1,900 1,800 7,500

日本風力発電協会（JWPA)  

2020年高位 2030年高位 2050年高位

陸上 1,100 2,370 3,500

洋上（着床） 140 320 800

洋上（浮体） 83 560 2,700

合計 1,323 3,250 7,000

風力発電のポテンシャルは17億kWであるが、2050年の導入見
通しとしては、陸上と洋上を合計すると7000～7500万kWの規模
の数値が示されている。  



水力発電 
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Ｈ26年度2050年自然エネルギー等分散型エネルギー
普及可能性検証検討受託業務（環境省） 

包蔵水力（一般水力と混合揚水の合計）  Ｈ27年3月
31日現在（資源エネルギー庁ＨＰより）（工事にともなっ
て廃止される発電所があるため合計は一致しない） 

地熱発電 

Ｈ26年度2050年自然エネルギー等分散型エ
ネルギー普及可能性検証検討受託業務（環
境省）  

海洋エネルギー 

Ｈ26年度2050年自然エネルギー等分散型
エネルギー普及可能性検証検討受託業務
（環境省）みずほ総研の報告ではポテンシ
ャル1800万ｋWとしている。 

水力発電　万ｋW 2020年高位 2030年高位 2050年高位
大規模水力 1,146 1,146 1,251
中小規模水力 1,188 1,420 1,884
合計 2,334 2,566 3,135

区分 地点数 出力(万ｋＷ） 年間発電量(億ｋＷｈ）

既開発 1,984 2,795 952

工事中 54 37 11

未開発 2,718 1,897 472

合計 4,753 4,606 1,356

地熱発電　万ｋW 2020年高位 2030年高位 2050年高位
大規模地熱 59 168 636
温泉 23 73 156
合計 82 241 792

資源エネルギー庁の包蔵水力によれば1356億
kWhあり、これは現状の1.42倍になる 

海洋　万ｋW 2020年高位 2030年高位 2050年高位
海洋エネルギー 0 349 1,395

ここでは、海洋エネルギーはデータが
不足なので、計算に含めていない 



日本の再生可能エネルギーの実績、 

ポテンシャル、導入見込み量 
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導入見込み量は、技術的経済的に実現可能な数値。 

最大ポテンシャルデータ：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備
報告書（環境省）、NEDOの調査、「PV2030+」等による。 

（＊）バイオマス熱利用の最大ポテンシャルは不明。環境省調査による導入見込
み量は987PJであり、日本における過去のバイオマスの最大利用量は1940年に
270PJ（石油換算662万トン）。 

最大ポテンシャル 導入見込み量

直近年 2050年

水力 2,073万kW 4,606万ｋＷ 3,135万ｋＷ

太陽光 3,340万kW 7億ｋＷ 2億7249万ｋＷ

風力 317万kW 17億ｋＷ 1.4～5.6億ｋＷ

地熱 54万ｋＷ 1,403万ｋＷ 950万ｋＷ

バイオマス発電 409万ｋＷ 738万ｋＷ

バイオマス熱利用 187PJ 987PJ（2030年）

太陽熱利用 21PJ 489PJ
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電力需要Ａと電力需要Ｂ 

電力需要Ａ： 
2015年に電力を供給している用途であり、2050年にも主要

な電力需要。時間的な負荷パターンに合わせて電力を供
給する必要がある。例えば、照明、産業用モータ、電気冷
蔵庫、情報機器などの用途 

電力需要Ｂ：  
2015年にはゼロだが、将来、余剰電力を供給する用途の
電力需要。たとえばＥＶ、輸送用水素（ＦＣＶおよび船舶な
ど）、低中温熱用ヒートポンプ、産業用高温熱需要、産業用
水素などのエネルギー需要。その負荷パターンは固定的で
はなく、デマンドレスポンスによって柔軟に、供給に余裕が
ある時間へのシフトが可能と考えられる電力需要。 
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再生可能エネルギーの供給 

再生可能エネルギー
による燃料・熱供給 

 太陽熱、バイオマス 

再生可能エネルギー
による発電 

 水力、太陽光、風力、
地熱、バイオマス 

電力需要Ａ 

照明、モータ、ポン
プ、エアコン、エレ
クトロニクス 

航空機燃料 

低温~中温熱需要 

余剰電力 

 太陽光、風力 電力需要Ｂ 

EV・FCV・船、産業

用水素、中温・高
温熱需要 



ダイナミックシミュレータ 
地域ごとのエネルギー需給を1時間ごとに1年間計算する 
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Dynamic 

Simulator 

入力： 

地域の気象データ
（AMEDAS2000) 

地域の電力需要 

火力・水力など既存発
電設備、蓄電容量 

太陽光・風力発電設備 

出力： 

各発電設備の発電量 

最大不足電力 

余剰電力 

揚水発電使用量 

バッテリー使用量 

 

発電の不足が生じないように電力需要Aのおよそ180％を供給可能な発
電設備を準備し、太陽光と風力の変動から生じる余剰電力を電力需要Ｂ
に供給する。 

地域として、日本全体あるいは、沖縄以外の９電力地域を設定できる。９電力
地域のうちのいくつかのグループを一つの地域として設定して計算できる。 

蓄電の想定：揚水発電26GW (蓄電容量260GWh）、バッテリー300GWh 



風力と太陽光発電のユニットと設置条件 

再生可能エ
ネルギー 

地点数 

設備利用率 

ひとつのユニットの
設置条件 

太陽光発電 

 

842地点,設備
利用率12.6% 

10kW,南向き, 傾斜
角＝緯度－5度 

風力発電 

 

842地点から設
備利用率18%

以上の90地点
を抽出,設備利
用率27.6％ 

定格容量2MW,直径
80m,ハブ高さ56m,

風速毎秒3mで発電
開始,毎秒25m以上
で停止 

拡張AMEDAS2000の時刻別気象データは全国842

地点あり、太陽輻射と風速データを利用して計算。 



太陽光と風力を組合わせる
と効果的 
 
太陽光は6~18時に有効、春から

夏にかけて大きくなり冬は小さい。
風力発電は24時間どの時間でも

発電しているが、季節的にみると、
太陽光と逆であり、夏に小さく冬
が大きい。 

拡張AMEDAS2000の気象データ
から太陽光については842地点す

べてを使用。風力については風況
のよい90地点を使用した。回帰分

析により、電力需要に対して、発
電量が太陽光：風力＝2：1 として
いる。 
槌屋治紀(2015)「太陽光発電と風力

発電の分担比の最適化」、日本太陽
エネルギー学会誌、41(2):45-48 

 

1年間の時刻別発電量（TWh） 

1年間の月別発電量（TWh） 
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太陽光発電と風力発電の相関関係 

各地域ごとの太陽光発電と風
力発電について一日単位で
相関関係を分析すると、両者
は逆相関があり、補完的な関
係にあると考えられる 

北海道の太陽光と風力の関係 東北地方の太陽光と風力の関係 
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2050年自然エネルギーによる電力供給（3日間） 
（日本全国８４２地点の拡張アメダス2000気象データを使用） 

バッテリー 

揚水へ充電 

電力需要線 

電力需要Ａへの供給の様子。太陽光発電と風力発電の変動を、揚水
発電（260ＧＷｈ）とバッテリー（300ＧＷｈ）からの放電が補う。水力発電
は午後から夜間のピークに当てる。地熱発電は1年中一定の電力を供
給する。 



電力需要Ｂとその他のエネルギー需要 
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生じた余剰電力は
自動車用の電力と
水素、産業用水素、
低温熱用ヒートポン
プのなどの電力需
要Ｂに供給する。
2050年の熱・燃料需

要への供給構成を、
低温、中温、高温に
整理して、輸送用の
燃料需要も含め手
数料いる。低温熱は
、暖冷房、温水、乾
燥など。中温熱は、
食品生産、加熱、ボ
イラ、金属加熱加工
、セメント生産、高温
熱は鉄鋼生産など
が該当する。 

その他の熱・燃料需要

2050年 熱需要 電力加熱
水素用
電力

ヒートポンプ 車上PV
バイオ
マス

太陽熱

単位：ＰＪ 　 　 　 熱量 供給電力
産業 1,419  COP=５

　高温熱 465  465 0

　中温熱 394 52 342

　低温熱 560 560 112

業務 764

　低温熱 764 264 52.8 414 86

家庭 573

　低温熱 573 216 43.2 137 220

輸送
燃料需
要

電力
水素用
電力

 旅客 371

　乗用車 270 216 54

　バス 13 13

　鉄道 5 5

　船 23 12 24

　航空 60 60
 貨物 293

　貨物自動車 233 105 123 23.3
　鉄道 1 1

　船 49 25 49

　航空 10 10

合計 3,420 429 661 1,040 208 77 963 306

電力需要B



高炉製鉄の代替：水素還元製鉄とアルカリ電気分解 
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高炉製鉄（日本）は現状を示す。他はブッパタール研究所の研究例。比較プロ
セスは同一条件ではない。電気分解はアルカリ溶液を用いる。水素直接還元
は現在行われている天然ガス還元製鉄に類似のプロセスであり、水素の水電
解電力を含む。アルカリ電気分解と水素直接還元のプロセス原単位は小さく
見えるが、電力を火力発電で供給するとすれば大きい。再エネ電力が主流に
なれば、実現可能性がある。 



余剰電力の負荷持続曲線 

（電力需要Ｂの利用設備の検討） 

電力需要Ｂへの供給のために、余剰電力のピークに合わせてEV用充電
設備やFCV用の水電解設備を持つと経済性が低下する。そこで余剰電

力の負荷持続曲線を分析すると上記のような結果になった。負荷持続曲
線は、横軸に時間を縦軸に余剰電力を大きい順にリストアップした曲線。 
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余剰電力の最大値は296ＧＷである
が、この線の下側の128GW（ピーク時
の43%）の設備で、余剰電力量の84％
を電力需要Ｂに利用できる。このとき、
16％は利用せず、発電抑制を行う。 



一次エネルギーに関する問題 

一次エネルギーの定義：最終用途エネルギー需要
＋転換損失（主として火力発電） 

日本の場合、火力発電の効率40%のとき、水力、地熱、原子
力、再生可能電力の一次エネルギーは発電量の1/0.4=2.5倍
とする。電力1kWhは物理量は3.6MJだが、一次エネルギー
は3.6＊2.5＝9MJとしている。（本報告ではこれを採用） 

欧州の一次エネルギー計算では、地熱の効率は10％、水力
の効率は100％で計算している 

将来、火力発電が減少して再生可能電力が増加すると、この
一次エネルギーの計算は問題になる。太陽光発電30％、風
力40％などの変換効率を想定して一次エネルギーを計算す

るか、あるいは「一次エネルギー」という概念が不要になるか
もしれない。電力と熱の違いを示すのに必要という説もある。 



100％再エネシナリオの一次エネルギー供給構成 
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2050年には

化石燃料消
費はゼロにな
り、太陽光、
風力、バイオ
マスが主要な
供給源になる。 

 

一次エネル
ギーへの変
換のために
再生可能エ
ネルギーによ
る発電量は
物理量の2.5

倍を示してい
る。 

構成 ％
ＰＪ 2015 2020 2030 2040 2050 2050

　石炭 5,133 4,183 2,900 1,481 0 0

　石油 8,113 6,876 4,610 2,444 0 0

　ガス 4,806 4,170 2,696 1,448 0 0

　水力 819 855 900 1,035 1,217 12.2

　原子力 82 82 0 0 0 0.0

　地熱 28 33 66 331 783 7.9

　バイオマス 391 621 672 850 1,139 11.4

　太陽光 296 794 2,125 3,125 4,365 43.8

　風力 45 397 942 1,674 2,149 21.6

　太陽熱 14 20 120 220 306 3.1

合計 19,727 18,031 15,031 12,608 9,959 100.0

100%シナリオ　1次エネルギー構成



100％再エネシナリオの電力供給構成 
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電力需要Ａは
減少してゆく
が、2030年ご

ろから、電力
需要Ｂが増
加してゆく。こ
の電力需要
Ｂには、変動
する太陽光と
風力から生じ
る余剰電力を
供給する。 

電力需要Ｂ
は、ＥＶの電
力、ＦＣＶと産
業向けの水
素、ヒートポ
ンプによる低
温熱供給で
ある。 

発電量構成（ＴＷｈ） 2015 2020 2030 2040 2050

石炭 317 230 150 66 0

石油 98 90 70 55 0

ガス 363 250 160 90 0

水力 91 95 100 115 135

原子力 9 9 0 0 0

地熱 3 4 7 37 87

バイオマス 15 23 34 42 49

太陽光 32 50 98 150 192

風力 7 16 40 66 95

電力需要Ａへの供給計 935 766 659 621 558

太陽光(電力需要Ｂ） 0 15 90 140 293
風力(電力需要Ｂ） 0 8 40 70 144
電力需要Ｂを含む電力合計 935 789 789 831 995



100％再エネシナリオの電力供給容量と発電量（2050年） 
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100％再エネシナリオで
は、2050年には、太陽
光 4億4300万ｋW、風
力1億200万ｋWの規模
になる。 

2050年には、年間電力
需要Ａは557TWhにな

る。揚水発電とバッテ
リーにより充放電損失
が生じる。 

余剰電力は、電力需要
Ａの77％に達している。

これを電力需要Ｂの自
動車用電力と水素、熱
需要向けに活用する。 

容量 発電量
発電構成 ＧＷ ＧＷｈ
　太陽光発電 443.1 484,977
　風力発電 102.7 238,764
　水力発電 46.1 135,241
　地熱発電 14.0 86,996
　バイオマス発電 8.0 49,056
合　　計 613.9 995,034

単位
電力需要A 556.9 ＴＷｈ
平均電力 63.5 ＧＷ
ピーク電力 97.5 ＧＷ
揚水・バッテリー損失 8.9 ＧＷｈ
余剰電力量 430.1 ＴＷｈ



100％再エネシナリオのＧＨＧ排出量 
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100％再エネシナリオに
おける2050年のＧＨＧ
排出量は、化石燃料か
らの排出はゼロ、「メタン
などその他ガス」からの
排出6400万トン（ＣＯ２
換算）のみになり、1990
年のＧＨＧ排出量の5%
に相当する。 

ＣＯ２排出量(MtCO2)2015 2020 2030 2040 2050
100%シナリオ計 1321 1092 756 426 64

石炭 458 338 234 120 0

石油 460 424 284 151 0

天然ガス 237 190 123 66 0

その他ガス 166 141 115 90 64



代表的な石油価格の予測（石油バレル／ドル） 

③World Energy Outlook 
(IEA)の新政策シナリオを
参照している。 

石油価格は2040年に2015

年の2.43倍になる。 

2050年については傾向を

外挿して石油価格は現状
のおよそ2.5倍になるもの
と推定した。 

26 

①US/DOE EIA 2016 2012 2020 2030 2040 2040/2012(%)

　参照ケース 113 79 106 141 125
　低位ケース 113 58 69 76 67
　高位ケース 113 149 194 252 223

②アジア世界エネルギーアウトルック 2015 2020 2030 2040 2040/2015(%)
　参照ケース 60 100 125 208
　低位ケース 60 75 80 133

③World Energy Outlook IEA 2016 2015 2020 2030 2040 2040/2015(%)
　新政策シナリオ 51 79 111 124 243
　現行政策シナリオ 51 82 127 146 286
　４５０シナリオ 51 73 85 78 153



太陽光発電システムのコスト低下 

太陽光発電シ
ステムの価格
と累積導入量
(1979～2015) 

回帰分析結
果は学習曲
線に乗ってい
る 
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太陽光発電シ
ステムの価格
と累積導入量
(1990～2015) 

 

 



各種エネルギー源の電力価格 

本報告では、2050年までに再生可能エネルギーが大量に普及してゆくことを想

定している。シナリオの再生可能エネルギーの将来価格は、固定価格買取制度
(2012年7月開始)の価格と コスト等検証委員会 を参考にして、学習曲線を利用
して計算している。 



100％再生可能エネルギーシナリオの 

設備投資、年間費用、正味費用（2015～2050） 

40年間の再エネの設備投
資は125兆円、運転費用は
－153兆円、正味費用ー28

兆円であり、十分な投資効
果がある。1年間の投資額
は3.6兆円、GDPの0.6％に

なる。バッテリーはＥＶ用に
使用したものをリサイクル
するのでこのコストに含め
ていない。 

正味費用＝設備投
資＋運転費用 

 

運転費用はBAUシ

ナリオとの費用の差
を示している 

2015-2050年
設備投資

CapEX(兆円）
運転費用

OpEX(兆円）
正味費用

Net（兆円）
太陽光 62.7 -60.4 2.3
陸上風力 13.2 -18.0 -4.8
洋上風力 12.3 -15.6 -3.3
太陽熱 6.4 -22.7 -16.3
地熱 11.1 -8.5 2.6
水力 16.1 -22.0 -5.9
バイオマス 3.1 -5.8 -2.7
合計 124.9 -153.0 -28.1


